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─ i ─

は し が き
　本報告書は、金融法務研究会第１分科会における平成21年度の研究の成果である。
　金融法務研究会は、平成２年10月の発足以来、最初のテーマとして、各国の銀行取引約款の
検討を取り上げ、その成果を平成８年２月に「各国銀行取引約款の検討－その１・各種約款の
内容と解説」として、また平成11年３月に、「各国銀行取引約款の比較－各国銀行取引約款の
検討　そのⅡ」として発表した。平成11年１月以降は、金融法務研究会を第１分科会と第２分
科会とに分けて研究を続けている。
　第１分科会で取り上げたテーマは、巻末の報告書一覧のとおりであるが、平成21年度は「有
価証券のペーパレス化等に伴う担保権など金融取引にかかる法的諸問題」をテーマとして取り
上げ、そこでの研究成果を本報告書に取りまとめた。
　本報告書では、第１章で「社債株式等振替法における有価証券のぺーパーレス化と商事留置
権の成否」（前田重行担当）、第２章で「電子化された有価証券の担保化－『支配』による担保化」

（神作裕之担当）、第３章で「間接保有証券法制を巡る欧米の状況と日本法の課題」（森下哲朗
担当）、第４章で「電子記録債権と商事留置権－試論－」（加藤貴仁担当）、第５章で「電子記
録債権の担保化」（中田裕康担当）、第６章で「電子記録債権の消滅」（岩原紳作担当）および
第７章で「商事留置権と執行法・倒産法、ペーパーレス化と執行手続」（松下淳一担当）を取
り上げている。
　すなわち第１章、第２章、第３章が、株式や社債等の投資有価証券のペーパーレス化に伴う
担保権等に係る問題を扱っているのに対し、第４章、第５章、第６章は手形代替金銭債権をペー
パーレス化した電子記録債権における商事留置権に係る問題等を扱っている。最後に第７章は、
ペーパーレス化が執行法や倒産法に与える影響を包括的に検討している。
　いずれもペーパーレス化がもたらした金融業務に係わる新たな法的問題を検討するものであ
り、本報告書が銀行実務家をはじめ、各方面の方々のお役に立つことができれば幸いである。
　なお、本研究会には、銀行の法務分野から実務を担当する方にオブザーバーとしてご参加い
ただいている。また、事務局を全国銀行協会業務部にお願いしている。
　最後に、同分科会では、平成22年度には「金融規制の観点からみた銀行グループをめぐる法
的課題」をテーマとして取り上げ、研究を続けている。

平成25年７月
金融法務研究会座長　　

岩　原　紳　作
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